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NY マーケットレポート（2018 年 3 月 26 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、トランプ米大統領の通商顧問を務めるナバロ国家通商会議委員長が、米国はすでに中国と交渉のテーブルに着い

ていると発言したことや、中国の李克強首相が、中国市場はさらに開かれる見通しで、貿易戦争に勝者は存在しないとの見方を

示したことを受けて、米中の貿易を巡る懸念が後退するとの観測から、投資家のリスク選好度が高まった。また、米主要株価が

大幅な上昇となったことも加わり、ドル円・クロス円は堅調な動きが続いた。一方、英国で元ロシア情報員が神経剤で襲撃され

た事件への対応として、米国とカナダ、EU がロシア外交官の国外退去を命じたことが影響し、ロシアルーブルは主要通貨に対

して下落した。 

 

 

注目の報道 

 

・フランス、ロシア外交官 4人を国外退去に 

・ドイツ、ロシア外交官 4人を国外退去に 

・トゥスク EU 大統領、域内 14 ヵ国がロシア外交官国外退去へ 

・トランプ米大統領、ロシア外交官 60 人を国外退去に 
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円売り越し、2016年 11月以来の低水準 

 

CFTC（米商品先物取引委員会）のデータでは、IMM 通貨先物の投機部門の取組（3/20 までの週）では、ドルの売り越しが 1年超

ぶりの高水準となった。ドルの主要 6通貨（円、ユーロ、ポンド、スイスフラン、カナダドル、豪ドル）に対する売り越し額は

219 億 9000 万ドル（前週の 146 億 1000 万ドル）と大幅に増加した。 

 

一方、円の売り越しは 2万 1999 枚で、前週の 7万 9539 枚から大幅に縮小し、2016 年 11 月以来の低水準となった。また、ユー

ロの買い越しは 13 万 2739 枚（14 万 6380 枚）まで減少し、2月後半以来の低水準。また、豪ドルは小幅ながら売り越しから買

い越しに転換、ポンドは買い越しが増加となった。 

 

 

出所：CFTC データを基に SBILM が作成 

 

出所：CFTC データを基に SBILM が作成 
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ダウ平均の上げ幅は、2008 年 10月以来の大きさ 

 

米中両国の貿易摩擦が激化するとの懸念が後退したことで買いが膨らみ、主要通貨は堅調な動きとなった。ダウ平均株価は序盤

から堅調な動きとなり、終盤に一時前週末比 699 ドル高まで上昇した。終値ベースの上げ幅は、2008 年 10 月以来、約 9年 5ヵ

月ぶりの大きさとなった。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 
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リスク回避の動きが後退 

 

米中政府当局者の発言を受けて、米中の貿易を巡る緊張感が緩和するとの見方から、投資家のリスク選好度が高まり、ドル円・

クロス円は堅調な値動きとなった。また、米主要株価が大幅な上昇となったことも押し上げ要因となった。ハト派で知られるサ

ンフランシスコ連銀ウィリアムズ総裁がニューヨーク連銀総裁の後任として有力候補と報じられたことが、一時ドル軟調の一因

となったとの見方もある。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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